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学校法人四天王寺学園公益通報等の処理に関する細則 

（趣旨） 

第１条 この細則は、学校法人四天王寺学園公益通報者の保護等に関する規程（以下「規程」

という。）第31条の規定に基づき、学校法人四天王寺学園（以下「本法人」という。）

における公益通報等の処理体制に関し必要な事項について定めるものとする。 

（通報窓口の業務） 

第２条 規程第５条第４項の規定に基づき、通報の受付等に係る通報窓口の業務は、次の各

号のとおりとする。 

(1) 内部窓口の業務 

ア 本法人における公益通報及び公益通報に関する相談（以下「通報等」という。）の

受付及び通報者に対する受付けた旨の通知 

イ 通報される情報の受付は、原則として、別記様式１に通報者が記入した書面又は電

磁的方法により行うものとする。 

ウ 公益通報等の内容から、他の規則、規程等によることが明白な場合にあっては、通

報者に対し、当該部局等を教示するほか、通報者の承諾を得た上で、当該部局へ取り次

ぐものとする。ただし、連絡先が不明の場合を除く。 

エ 公益通報の要件を満たさない通報等については、一般的相談等として取り扱われる

旨を通報者に説明の上、その内容を内部監査室長へ報告する。 

オ 通報窓口の受付は、平日９時30分から16時30分までとし、土日祝日及び本法人指

定の休日、夏季・冬季の休業期間を休止とする。 

カ 内部監査室長への通報等事案の報告 

キ 本法人による受理等の通知に係る通報者への連絡等 

ク その他窓口業務の遂行に必要な事項 

(2) 外部窓口の業務 

ア 本法人における通報等の受付及び通報者に対する受付けた旨の通知 

イ 通報される情報の受付は、原則として、別記様式１に通報者が記入した書面又は電 

磁的方法により受付けるものとする。ウ 受付けた内容について必要に応じマス

キング等通報者が特定されないための措置 

を取った上で、遅滞なく内部監査室長へ通報等事案として報告する。 

エ 公益通報の要件を満たさない通報等については、一般的相談等として取り扱われる

旨を通報者に説明の上、その内容を内部監査室長へ報告する。 
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オ 通報窓口の受付は、平日９時30分から16時30分までとし、土日祝日及び委託する

法律事務所の休業期間を休止とする。 

カ 本法人による受理等の通知に係る通報者への連絡等 

キ その他窓口業務の遂行に必要な事項 

２ 職制上のレポーティングラインにおいて直接情報が提供されるなど、通報窓口以外で、

公益通報の要件を満たす情報又は公益通報である旨を明示して通報される情報の提供が

あったときは、当該部局は、遅滞なく当該情報を書面又は電磁的方法により内部監査室長

に送付しなければならない。 

３ 内部監査室長は、前２項の報告を受けたときは、遅滞なく理事長及び常務理事に報告す

る。ただし、役員（監事を除く）が関与する疑いがある場合は、規程第５条第３項に基づ

き、監事へ報告し協議を行う。 

４ 内部監査室長は、公益通報の要件を満たさない通報等として報告を受けたときは、常務

理事に報告する。 

５ 通報窓口の設置場所及び利用方法等は、本法人のホームページ等を通じて、役職員等、

学生等並びに保護者及び保証人に周知する。 

（通報の受理・不受理の判断、通知等） 

第３条 公益通報の要件を満たさない情報であった場合は、一般的相談等として、次の各号

により処理するものとする。 

(1) 通報窓口は、別記様式１により内容を確認し、速やかに内部監査室長に報告する。 

(2) 内部監査室長は通報窓口からの報告をもとに、当該情報に係る担当部署を特定した

上で、常務理事に報告する。 

(3) 常務理事は内部監査室長からの報告に基づき、不受理の理由、一般的相談等として

取り扱うこと等を、必要に応じ理事長に報告するとともに、内部監査室長に対し、通報

窓口を通じて通報者に遅滞なく通知するよう指示する。 

２ 受付けた通報が、形式上公益通報の要件を満たしている場合は、内部監査室長は、受付

けた情報について、遅滞なく常務理事に報告し、公益通報としての受理の適否について指

示を仰ぐ。 

３ 常務理事は、前項による報告を受けたときは、速やかに事案を精査し、不正の目的でな

いこと等を確認の上、受理の適否について理事長の決定を求める。 

４ 理事長は、公益通報として受理の適否を判断するに当たり、追加的な情報が必要な場合

は、内部監査室長に対し、公益通報者の特定に十分に留意しつつ、通報窓口を通じて情報
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収集を行わせる。 

５ 理事長は、公益通報として受理することを決定したときは、原則として通報窓口を通じ、

公益通報者に対して、次の各号に掲げる内容を通知するものとする。 

(1) 公益通報として受理した旨 

(2) 秘密保持及び個人情報保護に関する方針 

(3) 不利益な取扱いの禁止 

(4) 調査の予定期間及び結果報告の時期 

６ 理事長は、公益通報として受理しないことを決定したときは、その理由を付して通報者

に通知する。ただし、一般的相談等として取り扱う場合にあっては、当該担当部署等の連

絡方法等を通知する。 

７ 内部監査室長は、前各項に掲げる事案処理の各段階において、連絡調整及び記録を行い、

関係書類等の管理に努めるものとする。 

（公益通報の処理） 

第４条 公益通報の処理は、次の各号により行う。なお、処理の経過については、随時、内

部監査室において記録するものとする。 

(1) 調査実施の判断等 

理事長は、受理した通報内容に基づき、調査の必要性を検討し、規程第９条第２項に

基づき、受理から20日以内に調査着手の有無及び時期等を通報者に通知する。 

(2) 事前調査の実施 

ア 前号において事前調査の必要があると判断した場合は、従事者のうちから指定した

者（以下「事前調査担当者」という。）に、事前調査を行わせることとし、常務理事が

統括に当たるものとする。 

イ 事前調査担当者は、調査計画の策定及び調査の実施、資料管理その他事務処理を行

う。 

ウ 事前調査担当者は、公益通報者の秘密を守るとともに、個人情報を保護するため、

公益通報者が特定されないよう十分に留意しつつ調査に当たることとし、関係部局等に

通報情報を伝達する場合においては、情報の管理に十分注意し、遅滞なく、必要かつ相

当と認められる方法で調査を行わなければならない。 

エ 事前調査担当者は、速やかに調査結果を取りまとめ、常務理事に報告する。 

オ 常務理事は、事前調査の結果に基づき、本調査実施の必要性を理事長に報告する。 

本調査を要しないと判断した場合は、理事長の指示により是正措置を講じ、公益通報者
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に対し調査結果及び是正措置等について通知するものとする。 

(3) 本調査の実施 

本調査を実施する場合は、規程第10条に基づき調査委員会を設置し、次に掲げる事

項を定めた調査計画に基づき公正に行う。 

ア 調査のための根拠となる法令及び本法人の規則、規程 

イ 調査対象範囲 

ウ 調査期間 

エ 情報収集の方法 

オ 提出を求める資料、証拠書類 

カ ヒアリングの日時、方法 

キ 公益通報者からの追加聴取 

ク 立入調査の実施 

ケ 個人情報保護のための方策 

コ その他調査に必要な事項 

(4) 調査委員会は、本調査の実施に当たり、調査担当者の配置を理事長に要請すること

ができるものとする。 

(5) 理事長は、調査委員会から前号による要請を受けた場合は、役職員等のうちから従

事者として指定した者を、調査業務に従事させるものとする。 

(6) 調査中は、適切なコンプライアンスの確保、利害関係人の秘密、信用、名誉及びプ

ライバシー等に留意しつつ、調査の進捗状況について公益通報者に適宜通知するととも

に、調査結果を可及的速やかに取りまとめ、その結果を、遅滞なく公益通報者に通知す

るよう努める。 

(7) 公益通報の受理後、行政機関等、本法人以外の機関等が処分又は勧告等をする権限

を有することが明らかになったときは、権限を有する機関等を公益通報者に対し遅滞な

く通知する。この場合において、理事長は、本法人において支障がなく、かつ、適法な

範囲内において、自ら作成した当該公益通報に係る資料を公益通報者に提供する。 

（雑則） 

第５条 この細則に定めのない事項については、理事長が別に定める。 

（改廃） 

第６条 この細則の改廃は、理事会が行う。 

附 則 
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この細則は、令和８年４月１日から施行する。 

 


